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1. はじめに 

GAFA を始めとした米国企業に代表されるグローバルでイノベーティブなプラットフォーマーと対

照的に、国内市場では産業政策や規制などに起因する参入障壁により、同じ IT テック企業でありなが

ら、イノベーティブとは言えなくなりつつある企業群が存在する。規制的参入障壁による閉鎖的な業界

構造の構築は安定した収益の長期確保が得やすい反面、そこに安住する心理が働き、イノベーション力

に逆作用する要因となることを推定する。日米の IT テック産業分析から参入障壁とイノベーションの

関係性を解き明かし、イノベーションと規制的参入障壁の関係の両立ないし相反の可能性について考察

する。 
 
2. 市場競争とイノベーションの関係について 

2.1. 先行研究 

市場競争の度合いとイノベーションとの関係については産業組織論や競争政策、ミクロ経済学など多

様な観点で注目度の高いテーマであり、国内外でこれまで多くの研究が為されている。 
Schumpeter[1]は企業の寡占的な市場構築による独占的利益がイノベーションを活発化させるとの仮

説を示したのに対し、Aghion ら[2]は市場競争のレベル、すなわち当該産業の代替の弾力性に応じて競

争の激化とイノベーション活動の相関が変化し、市場競争が非常に厳しい環境では競争の激化がイノベ

ーション活動を減少させるが、そうで

ない環境では競争度とイノベーション

活動に正の相関があることを理論モデ

ルと実証分析から示した。 
元橋ら[3]はこの理論に着目し、市場

競争の度合いを産業の集中度である

HHI（ハーフィンダール指数）、企業の

生産性を TFP（全要素生産性）の伸び

率、イノベーションの度合いを研究開

発費と特許保有率で定量化することに

より国内におけるそれらの相関性を評

価したが、市場競争の度合いと企業の

生産性については特に研究開発費比率

が少なく親会社のない企業で正の相関

があることを確認できたものの、市場

競争の度合いとイノベーションの度合

いについては本指標では明確な相関が

見いだせないことを結論付けた。 
また、大橋[4]は全国イノベーション

調査[5]のデータをもとに競合企業数と

画期的なプロダクト・イノベーション

から得られる売上の関係を評価し、競

合企業数が６－１０社のときに、最も

イノベーション活動が活発であり、そ

れより多い場合も少ない場合も活性度が低下するという逆 U 字の関係を示した。（図 1） 
 

 
図図  11  画画期期的的なな新新商商品品・・ササーービビススかかららのの売売上上高高  出出所所：：大大橋橋[[44]]  
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図図  22  市市場場競競争争ととイイノノベベーーシショョンンのの関関係係  出出所所：：廣廣岡岡 22002200 
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このように過去の議論においては図 2 のように産業の集中度（市場競争の度合い）とイノベーション

の相関について、Schumpeter の理論に基づく、①正の相関型や、過度な集中がイノベーションに逆作

用するとする、②逆 U 字型など、複数の異なる仮説が立てられているが明確な結論はでていない。 
その理由として、イノベーションの明確な指標がなく、長期間の評価が必要なことから公開されてい

るサンプルを用いて十分な観測を行うことが難しい点が挙げられる。また、近年デジタルプラットフォ

ーマーの台頭や IoT の普及に伴い産業間の独立性が薄れたことで、業界やシェアの明確な定義を行うこ

とが一層難しくなっている。 
しかし、少なくとも国内では IT インフラ企業など少数のプレーヤーで競争する市場においてイノベ

ーションの優位性に結び付けられていないという図 2 の②の逆 U 字型の構図が見受けられるのに対し、

米国では GAFA のような IT 企業が、市場における高い競争力と収益性を維持しながら持続的な成長を

続けており、①の正の相関型の様相を呈している。そこで、両者の差異、すなわち集中度が高い状況で

イノベーションの活性と不活性を分ける要因は何か、両者の間にダイナミクスがあるのであれば、イノ

ベーションの活性化に何が必要かについて考察を行う。 
 
2.2. イノベーションスコアによる検証 

日経 xTRENDが 2019年に公開した産業別

のイノベーションスコア平均値[6]と産業別

の集中度の相関を纏めたものが図 3 である。

横軸は 2018 年度の業種ごとの売上上位 3 社

の売上シェアから HHI を算出したものを上

位 3 社 HHI としている。イノベーションスコ

アは企業の収益性や研究開発投資の積極性な

ど 5 つの項目と投資家アンケートの結果を評

価指標として算出されている。本指標を持っ

て業界全体がイノベーティブかを測ることは

できないが、このスコア平均の高い業界はイ

ノベーティブな企業の発生しやすい業種と考

えることができる。例えば、医薬品、電機、

精密、小売業はグローバルに市場競争が激し

くても、その中でイノベーティブな企業が生まれうるという先行研究とは異なる結果がでている。 
一方で、社会インフラ関連事業や規制的な産業などは、本図でスコアが上位に現れない業種があるこ

とを考慮しても、産業の集中度が高くても相対的にイノベーションが発生しにくい業界と推測される。

このことから、市場競争の度合いそのものでなく、その背景にある業界構造や参入障壁が、企業と相互

に影響を及ぼし合い、企業組織や文化にも影響して企業のイノベーションの活性化に影響を与えるとの

仮説を立てる。 
 
3. 日米産業の業界構造比較 

本稿では参入障壁が高く少数のプレーヤーで競争を行う産業として、国内の IT インフラ関連企業（IT
インフラ事業や社会インフラ事業に向けて IoT 等の供給材を提供する B2B 事業）と、IoT 時代に圧倒

的なデータ保有を持って支配的な地位を占める米国プラットフォーマー（GAFA 等の IT 企業あるいは

インテル等の大手半導体メーカー）とを対照させ、比較分析を行う。表 1 に両産業の特徴比較を纏めた

ものを示す。 
表表  11  国国内内 IITT イインンフフララ企企業業とと米米国国ププララッットトフフォォーーママーーのの特特徴徴比比較較  出出所所：：廣廣岡岡 22002200  

項目 (参考)国内：インフラ関連 国内：IT インフラ関連企業 米国：プラットフォーマー企業 

イノベーション型 ②逆 U 字型 ① 正の相関型 

参入障壁 規制適合、信頼性、顧客との長期関係 技術・サービスの優位性、データ 
補完者・供給者との関係性 

ライフサイクル 長 中～長 短～中 
組織の流動性 非常に低 低 高 
企業の性向 内向的 外向的 

R&D 比率[7] 低 外部依存 5%前後 10～20% 
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図図  33  産産業業別別のの集集中中度度ととイイノノベベーーシショョンンススココアア  

出出所所：：日日経経 xxTTRREENNDD[[66]]とと有有価価証証券券報報告告書書かからら廣廣岡岡作作成成 22002200  
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まず、両産業における業界構造の形成について図 4 で比較し、論じる。国内 IT インフラ事業（図 
4(a)(c)）では公共財など正の外部性のコスト負担による過小供給の抑制が課題となる。そのため、産業

政策の中で官民連携や補助金、資格付与などが密接に関わり、それが業界構造を形成し、規制適合や供

給する財の信頼性、顧客との長期にわたる関係などが参入条件となって、大手企業グループを中心とし

た少数のプレーヤーが競争する市場となりやすい。また、この市場は顧客の予算が限られているケース

が多く、製品やサービスのリプレースが頻繁には行われにくいことから、B2C に比べ供給財のライフサ

イクルが 5～10 年、ものによっては 20 年などと非常に長く、市場全体の規模も比較的変動しにくいで

あるという特徴がある。結果として、このような業界構造そのものが新規参入者を拒む、あるいは参入

者が参入に旨味がないと判断することが業界全体を覆う参入障壁となる。これはベインらの提唱した伝

統的な SCP モデルに基づく参入障壁の考え方と近い。一方で、内部にいる企業は供給財のライフサイ

クルの長さから、継続保守の必要性がネックとなり、この参入障壁が市場から退出し新領域にシフトす

ることを阻む退出障壁として作用することも大きな特徴である。 
それと比して米国プラットフォーマー（図 4(b)(d)）は、企業活動の結果として、例えばスマホ OS

の分野で Google ストアを展開する Google と App Store を展開する Apple のように、供給者や補完者

をビジネスパートナーとして自身のプラットフォームに巻き込むことで業界構造そのものを構築し、そ

れが新規参入や代替品を阻む参入障壁としている。彼らは IoT やビッグデータを武器にデータ寡占と呼

ばれる状況を築き、自身の事業の延長上の新領域に進出することで、イノベーションを重ねながら市場

自体の延命、拡大を図っている。 

t

市場のライフサイクル

イノベーションサイクル

 
(a) 国内：IT インフラ関連企業のライフサイクル 

t
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(b) 欧米：プラットフォーマーのライフサイクル 
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図図  44  国国内内 IITT イインンフフララ企企業業とと米米国国ププララッットトフフォォーーママーーのの業業界界構構造造比比較較  廣廣岡岡 22002200  
 
4. 業界構造および参入障壁とイノベーションの関係 

このような業界構造の差異がイノベーションの活性度に与える影響について考察する。 
国内 IT インフラ事業の業界構造を特徴づけているのは、第一に規制への適合や顧客への長期の保守

契約といった関係性に基づく参入障壁と退出障壁の高さ、第二に扱う製品・サービスのライフサイクル

の長さと市場規模全体の相対的な変動の小ささである。 
企業は、規制適合や高信頼性の製品・サービスの開発、高密度の営業活動による顧客理解などにより

このような業界構造にひとたび入り込むことで、レッドオーシャンに曝されることを防ぎ、安定した収

益の維持が可能となる。一方で、市場全体の規模が国内にとどまり、公共セクターの予算の制限があり

固定的であることから、企業の行動は既存製品やサービスの改良主体となり、シェアの維持、拡大とコ

スト低減による利益率の伸長が主眼となる。業界内部に長期に滞留するほど個人に蓄えられた技術ノウ

ハウが一層重要となり、雇用の流動性の欠如や機能別に特化した固定化された組織構造に繋がりやすい。

また、外部から参入されにくく、退出しにくい閉鎖的な構造の中では、企業の性向としては現状に安住

し競合や技術トレンドなど外部に目の向かない内向的な文化が醸成される。よって、業界構造が強固に

なるにつれて、技術者のモチベーションが低下し、技術の幅を狭め、イノベーティブな活動が損なわれ

やすいという②の逆 U 字型の関係に繋がると考える。 
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これに対し、北米型イノベーションは市場の潜在ニーズを喚起した革新的な製品やビジネスモデルと

いった破壊的イノベーションによる価値創造が起点となってプラットフォームを構築し、業界構造自体

を大きくスケールするように変化させるイノベーション構造といえる。ここでは得られた収益による企

業活動がさらに市場を拡大するため、イノベーションによる飛躍的な成長が、①の正の相関型のように

持続的になっている。その中で、インテルや GAFA 等の北米企業は外部からの新規参入に対する環境に

晒され、流動的な人材活用と常に新領域に挑戦する外向的な企業文化を有している。 
以上を図 5 のイノベーションフローを用いて整理する。企業の R&D 活動は戦略や組織構造、企業文

化といった企業の内部要因によって効率化され、それが業績に繋がり、得られた収益が R&D に再投資

される循環フローとなる。 
この中で、業界構造の差異が企業文化や雇用を外向／流動化または内向／固定化いずれかの方向に作

用するように影響を与え、さらには技術ポートフォリオの幅の広さや革新技術開発の有無に繋がる。こ

れが正のフィードバックループか負のフィードバックループかで、①の正の相関型か②逆Ｕ字型かにな

る。国内 IT インフラ企業は、当初は技術指向のテック企業だが、顧客が公共セクターであり、規制が

多く、保守的な志向、対応が長期に渡ることから、徐々に技術者の流動性は低く、守りに入りがちとな

り、企業文化も内向的、組織の相も固体化する。すなわち、イノベーションと規制的参入障壁は、両立

しないとなる。 
 

図図  55  イイノノベベーーシショョンンフフロローー  廣廣岡岡 22002200  
 

しかし、同じく公共セクターを対象とした IT インフラ事業でも、海外の防衛産業はイノベーション

を産み続けている。その背景には政府がリスクテイクを行って特定分野への資源の集中投入を行うとと

もに、DARPA が流動性の高い研究機関として機能を果たしていることがある[8]。 
すなわち、国内インフラ関連企業が今後成長を行う上では、適正水準の R&D 投資に加えて、業界構

造の影響を受けにくく、雇用や組織内の人材の流動性を向上させ、内向型文化から外向型文化へシフト

する施策をとることが②逆 U 字型から①正の相関型へ移行するための一つの重要なポイントである。例

えば国内では、組織を小集団化させ社員が積極的に経営参画する京セラのアメーバ経営[9]や、社内を小

規模ベンチャーの集合体と見なし組織内外の人材を流動化させ新規事業のリスクテイクを図るオムロ

ンの IXI プラットフォーム[10]などの試みがあり、特にオムロンは、社会インフラ事業もありながら、

イノベーティブな成果も出している。これらの企業ケースがリファレンスとなるだろう。 
 
5. おわりに 

米中摩擦やコロナによる生活様式の変容、DX の進展など激しい外部環境の変化に置かれる中で、国

内 IT インフラ企業のイノベーション活性化は日本の再成長に向けた大きな課題である。 
本稿では日米産業比較を通じて、市場競争の背景にある業界構造と参入障壁がイノベーションの活性

化にどのように差異を与えるかを、参入障壁形成のプロセスと組織の流動性および企業文化等の企業内

部要因に与える影響の観点から論じた。今後は、日本の規制の在り方や IT インフラ事業の業界の再設

計など、別の観点についても正の相関型に移行するための施策を検討したい。 
 

R&D 業績
企業内部要因
戦略、組織構造、文化、
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(a) 国内：IT インフラ関連企業  
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(b) 欧米：プラットフォーマー 
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